
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和２年８月４日（火） １０：０４～１０：１８ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣，内閣府特命担当大臣） 

森 まさこ 国務大臣（法務大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（文部科学大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（厚生労働大臣） 

江 藤 拓 国務大臣（農林水産大臣） 

梶 山 弘 志 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

赤 羽 一 嘉 国務大臣（国土交通大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（防衛大臣） 

菅 義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

田 中 和 德 国務大臣（復興大臣） 

武 田 良 太 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

衛 藤 晟 一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

竹 本  一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

北 村 誠 吾 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

橋 本 聖 子 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣，内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：西 村 明 宏 内閣官房副長官 

岡 田 直 樹 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      ３件 

○政令        ３件 

○人事        ２件 

○報告        １件 

○配布        ２件 

いずれも，案件表のとおり，決定，了解等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，西村副長官から御説明申し上げます。 

○西村内閣官房副長官：一般案件について，申し上げます。「日米地位協定」第２条に

基づく，米軍使用施設・区域の共同使用の条件変更等について，御決定をお願いい

たします。今回の案件は，航空総隊司令部庁舎の一部に米軍専用施設を設置するた

め，東京都福生市の横田飛行場の一部土地について共同使用の条件を変更するもの

等，計５件であります。 

次に，政令３件について，御決定をお願いいたします。まず，「金融機能強化法の

一部改正法の施行期日令」は，同改正法の施行期日を本年８月１４日とするもので

あり，「同法施行令の一部を改正する政令」は，同改正法の施行に伴い，金融機関等

に対する資本の増強に係る国の審査基準の特例として，返済財源の確保について特

定の期限を定めないこと等とするものであります。 

次に，「地域包括ケアシステム強化法の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置

に関する政令の一部を改正する政令」は，令和６年３月３１日までの間における介

護療養型医療施設に関する事務の大都市特例に関する経過措置を定めるものであ

ります。 

次に，人事案件について，申し上げます。まず，茂木外務大臣が，日英間経済パ

ートナーシップ交渉及び英国政府要人との会談等のため，明日から８日まで，海外

出張されますので，御了解をお願いいたします。 

次に，野澤繁之外１１５名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

次に，「臨時国会召集要求書」について，御報告があります。本件は，去る７月３

１日，衆議院議員安住淳外１３０名から，憲法第５３条に基づき，臨時国会を召集

することを求める要求書が出され，内閣に送付されたものであります。 

次に，配布資料といたしまして，「情報通信白書」があります。本件につきまして

は，後程，総務大臣から御発言があります。 

次に，「中長期の経済財政に関する試算」があります。本件につきましては，後程，

西村大臣から御発言があります。 

次に，件名外案件について，申し上げます。「円借款の供与に関する書簡」をバン

グラデシュ及びパラグアイとの間にそれぞれ交換することについて，御決定をお願

いいたします。バングラデシュとの書簡は，「新型コロナウイルス感染症危機対応 

緊急支援」に３５０億円を，パラグアイとの書簡は，「水及び衛生計画」に約９１億

円を，それぞれ限度とする円借款を供与することについて，取り極めるものであり

ます。なお，書簡交換の日は，バングラデシュが明日，パラグアイが６日であり，

それまで不公表といたしたいので，御了承をお願いいたします。 

〇菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，総務大臣。 

〇高市国務大臣：令和２年版情報通信白書では，「５Ｇが促すデジタル変革と新たな

日常の構築」を特集として取り上げています。具体的には，新型コロナウイルス感

染症の流行を契機として進みつつあるＩＣＴによる新たな生活様式や働き方，オン
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ラインを前提とした企業活動や分散型社会を展望し，５Ｇが通信基盤から生活基盤，

更には産業・社会基盤へと進化する影響を分析するとともに，５Ｇの次のインフラ

として期待される「Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ」の実現に向けた動向についても紹介して

おります。今回の白書における分析結果も踏まえ，感染症への対応と経済活性化の

両立を図るべく，５Ｇをはじめとするデジタル基盤による変革の推進に，引き続き

全力を挙げて取り組んでまいります。 

〇菅国務大臣：次に，西村大臣。 

〇西村国務大臣：「中長期の経済財政に関する試算」について報告します。お手元に資

料を配布しております。まず，今後の経済成長率については，骨太方針２０２０の

実行により生産性が着実に上昇することで，実質２％程度，名目３％程度を上回る

成長率を実現する姿となっています。名目ＧＤＰ６００兆円の達成時期は，感染症

の経済への影響を見極める必要がありますが，２０２３年度頃となる見込みです。

プライマリーバランスについては，歳出改革を織り込まない自然体の姿では，黒字

化は２０２９年度となります。２０２５年度黒字化のためには，デフレ脱却と経済

再生への道筋を確かなものとすると同時に，歳出・歳入両面の改善を続けることが

重要です。引き続き，「経済再生なくして財政健全化なし」との基本方針の下，デジ

タルガバメントの加速やＰＰＰ／ＰＦＩの推進など，経済・財政一体改革の着実な

推進のため，閣僚の皆様の御協力をお願い申し上げます。 

〇菅国務大臣：次に，厚生労働大臣。 

〇加藤国務大臣：自殺対策基本法においては，９月１０日から９月１６日までの１週

間を「自殺予防週間」と位置付けています。自殺者数は，１０年連続で減少してい

るものの，１０歳から３９歳の死因の第１位が自殺であり，また１０代の自殺が３

年連続で増加しているなど，依然として深刻な状況にあります。１０代の自殺は長

期休暇明けに急増する傾向があり，特に今年度においては新型コロナウイルス感染

症の影響により夏期休暇が短縮され，例年よりも早く学校が始まる地域が多いため，

取組を更に前倒しし，夏期休暇中である８月頭から，集中的な啓発活動を行ってい

ます。また，新型コロナウイルス感染症の影響で今後の生活に不安を感じている方

も多いことと思います。そういった方々を含めて，誰も自殺に追い込まれることの

ないよう，政府としてより一層全力で取り組む必要がありますので，閣僚の皆様の

格段の御協力をお願い申し上げます。 

〇菅国務大臣：次に，内閣総理大臣から御発言がございます。 

〇安倍内閣総理大臣：茂木大臣は，海外出張いたしますが，その出張不在中，菅内閣

官房長官を外務大臣の臨時代理に指定します。 

〇菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

  引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

総務大臣から御発言がございます。 

〇高市国務大臣：先月３１日，統計委員会から，令和３年度における各府省の統計リ

ソース，すなわち予算・人員の重点的な配分に関する建議が行われました。この建

議では，今般の新型コロナウイルス感染症による「新しい生活様式」を踏まえ，大
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きく変化した調査環境の下で，将来にわたって高い品質の政府統計を安定的・継続

的に作成・提供するよう取り組んでいくことが求められております。このような緊

急時・非常時だからこそ，経済・社会の現下の状況を把握するため，統計の必要性・

重要性は更に高まっているところです。各大臣におかれましては，この建議を踏ま

え，必要な予算・人員の確保に向けて概算要求を検討いただくとともに，新型コロ

ナウイルス感染症にも対応した政府統計の適切な実施に向けた御指導をよろしく

お願い申し上げます。 

〇菅国務大臣：ほかに御発言はございますか。 

  無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和２年 

８月４日 

◎ 一 般 案 件

   ○ 「 日 本 国 と ア メ リ カ 合 衆 国 と の 間 の 相 互 協 力 及 び

安 全 保 障 条 約 第 ６ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 並 び に

日 本 国 に お け る 合 衆 国 軍 隊 の 地 位 に 関 す る 協 定 」

第 ２ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 の 一 部 返 還 ， 共 同 使

用 の 条 件 変 更 及 び 追 加 提 供 に つ い て （ 決 定 ）

（ 防 衛 省 ） 

◎ 政  令 

   ○ 金 融 機 能 の 強 化 の た め の 特 別 措 置 に 関 す る 法 律 の

一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 期 日 を 定 め る 政 令

（ 決 定 )( 金 融 庁 ・ 財 務 ・ 厚 生 労 働 ・ 農 林 水 産 省 ）

〃 ○ 金 融 機 能 の 強 化 の た め の 特 別 措 置 に 関 す る 法 律 施

行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）   （ 同 上 ）

〃 ○ 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム の 強 化 の た め の 介 護 保 険 法

等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 政 令 の

整 備 及 び 経 過 措 置 に 関 す る 政 令 の 一 部 を 改 正 す る

政 令 （ 決 定 ）          （ 厚 生 労 働 省 ）

◎ 人 事 

☆ 外 務 大 臣 茂 木 敏 充 の 海 外 出 張 に つ い て （ 了 解 ）

☆ 豊 田 工 業 高 等 専 門 学 校 名 誉 教 授 野 澤 繁 之 外 １ １ ５

名 の 叙 位 又 は 叙 勲 に つ い て （ 決 定 ）

◎ 報 告 

☆ 臨 時 国 会 召 集 要 求 書 に つ い て （ 内 閣 官 房 ） 

◎ 配 布 

☆ 令 和 ２ 年 情 報 通 信 に 関 す る 現 状 報 告 （ 総 務 省 ） 

☆ 中 長 期 の 経 済 財 政 に 関 す る 試 算 （ 内 閣 府 本 府 ） 

〔 ○ 署 名 あ り ☆ 署 名 な し 〕

（ 火 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
な し

〔 別 添 〕
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                 令 和 ２ 年 

                 ８ 月 ４ 日 

 

◎ 一 般 案 件 

    1. 円 借 款 の 供 与 に 関 す る 日 本 国 政 府 と バ ン グ ラ 

 ○   デ シ ュ 人 民 共 和 国 政 府 と の 間 の 書 簡 の 交 換 

1. 円 借 款 の 供 与 に 関 す る 日 本 国 政 府 と パ ラ グ ア

イ 共 和 国 政 府 と の 間 の 書 簡 の 交 換 

    に つ い て （ 決 定 ）          （ 外 務 省 ） 

 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕   

 

 

 件 名 外 案 件  （ 火 ）  

資 料  
な し  
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